
12019　No.206  

気象災害軽減イノベーションセンター
想定外をなくす行動イノベーションによるレジリエンス強化

No.206
 防災科学技術研究所

特集 ： 気象災害軽減イノベーションセンター



2 防災科研ニュース 　2019  No.206

しまむら・まこと
1978 年東京大学農学部林学科卒業。
日本国有鉄道、JR 東日本研究開発センター防災
研究所長、東京大学大学院工学系研究科特任
教授等を経て 2016 年より現職。博士（工学）、
技術士（建設部門）、土木学会特別上級技術者

（防災）。

　極端な出来事による被害や失敗の言い訳に「想定外」という言葉が
乱用されがちなのはご承知のとおりですが、自然災害、特に気象災害
の大きな特徴の一つは、災害の原因となる営力（ハザード）そのもの
は、地球科学的視野で見れば決して未曾有とは言い難いありふれた現
象であるにも関わらず、これだけ科学技術が進歩し、情報が溢れる現
代においてもなお、あいかわらず社会はそれを未然に防ぐことができ
ず、被害の発生が繰り返されているという点です。つまり、問題の存
在自体が想定されていなかったために、対策の検討のしようがなかっ
たのではなく、問題があることは認識されているものの、まさか起こ
らないだろうと対処方法を用意していない状況で発生するがゆえに、
多くの自然災害は事後に大きな禍根を残すことになるのです。

　従来の防災科学技術の主流は、未来に起こることを精度高く予測し、
その予測にもとづいて行動を最適化することを主目的とする未来予測
の方法論でした。しかし、予測が外れた状況で発生したこれまでの数々
の災害の実相を振り返るとき、従来とは逆に、未来の正確な予測は不
可能であることを前提としたうえで、ひとたび発生すれば大きなイン
パクトをもたらす可能性のある問題をもれなく抽出するとともに、そ
れらの対処シナリオをあらかじめ用意しておくことにより、多くの人
が想定外と考える波乱にも迅速に対応できる「攻めの防災」への行動
イノベーションを引き起こすための方法論の必要性が痛感されます。

　多くの自然災害を経験した平成から令和へ元号が改まりましたが、
相変わらず世界中で「異常気象の常態化」ともいうべき状態が続いて
います。一方、IoT、ビッグデータ、人工知能、ゲノミクス、ロボティ
クスなど、産業や社会に創造と破壊をもたらす革新的技術が続々と実
用化を迎えつつあります。まさに、脅威と機会に満ちた時代に入った
と言っていいでしょう。「生きる、を支える科学技術」に携わる立場
にある者として、どちらに対しても想定外という釈明はしないで済む
ようにしたいものだと考えています。

巻
頭
言

想定外をなくす行動イノベーションによる
レジリエンス強化
命を守るラストワンマイルをつなぐために

気象災害軽減イノベーションセンター センター長 島村　誠
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気象災害軽減イノベーションセンター　センター長

島村 誠

しまむら・まこと
1978 年東京大学農学部林学科卒業。日本国有鉄道、JR 東日本
研究開発センター防災研究所長、東京大学大学院工学系研究科
特任教授等を経て 2016 年より現職。博士（工学）、技術士（建
設部門）、土木学会特別上級技術者（防災）。水・土砂防災研
究部門主幹研究員。

イノベーションハブ（気象ハブ）
構築の基本構想および運営戦略

　防災科研は、地震・津波や火山、気
象をはじめとする災害ハザード全般を
対象として、理学、工学から社会科学
まで横断的・総合的に自然災害を扱う
国内外に類を見ない研究機関です。こ
れまで防災科研では、主に防災科学技
術の共通的な研究開発や他の機関では
実施できない多額の経費や大規模な設
備あるいは多部門の協力を要する総合
的な研究開発を行ってきましたが、外
部との連携は、主として既存の研究コ
ミュニティ内部に限られていました。
　防災、とりわけ気象災害の軽減は、
昨今の自然災害による被害の発生状況
から見て、私たちの生命に直接関わ

「攻めの防災」に向けた気象災害軽減イノベーションセンターの取り組み
ニーズ主導による人・技術・情報の糾合を目指して

る喫緊の課題です。センターは、防災
科研がこれまで蓄積してきた防災科学
技術に関する基礎知識および先端的研
究成果を現実の社会に役立てるための
ICT（情報通信技術）の活用や新たな
ステークホルダーとの連携を強力に推
進することによって、国立研究開発法
人に求められる研究開発成果の最大化
を目指しています。

防災科研における気象災害軽減
イノベーションセンターの位置付け

　イノベーションハブ活動の拠点とし
て設置されたのが「気象災害軽減イノ
ベーションセンター」です。2016年
度から期を同じくしてスタートした防
災科研第4期中期計画において、新し
い知識を創出・蓄積することを使命と

する基礎研究部門に対し、これと密接
に連携しながらその研究成果を社会に
役立てるための「研究事業センター」
の一つとして当センターが位置付けら
れました。
　センターの人員構成として、事務部
門と研究部門、あるいは研究部門間に
物理的な壁を設ける旧来の典型的な研
究所組織とは異なり、研究開発部門と
知財や成果展開、外部資金獲得、広報、
人的交流など、研究開発を支えるマネ
ジメントの専門家が一室に集結して業
務を行う体制を採用しました。このよ
うな体制をとることが、指揮系統に混
乱をきたすことなくセンターが自立的
に活動を展開していく上で極めて効果
的だと感じています。

ニーズを起点とする新しい研究開発マネジメントの産学官連携拠点の形成を目指す科学技
術振興機構（略称 JST）のイノベーションハブ構築支援事業の一環として、気象災害軽
減イノベーションセンターが 2016 年度から本格的に活動を開始し（気象ハブ）、現在そ
の最終年度を迎えている。本稿では、自治体の防災業務や企業の BCP（事業継続計画）
の策定に貢献できる実用技術や情報コンテンツの創出、さらにそれらの運用を担う人材育
成への取り組みの現状および将来の方向性について述べる。

特集●気象災害軽減イノベーションセンター
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費用対効果の観点に立ち返り、人的リ
ソースも含めた効率的な活動体制によ
り、センターが目指す産学官連携拠点
としての自立を実現すべく、活動分野
の選択と集約を行いました。その結果、
2018年度以降は活動の軸足を「産業
BCP」と「市民・自治体の防災に対
する貢献」の２分野に整理して継続・
発展させています。

「攻めの防災」に向けた防災研究
の中核機関を目指して

　私たちは、センターの目指すこれか
らの防災のあるべき姿を「攻めの防災」
という言葉に込めました。その一つの
意味として、稀にしか起こらない事象
によって発生する許容できない大きな
費用を、計画的あるいは継続的な許容
範囲内の支出によって回避ないし軽減
するという従来の一般的な防災の考え

社会実装技術の三層構造の内在化

　センターでは研究開発のフレーム
ワークとして、図のような「（第一層）
知識基盤・基礎的研究」、「（第二層）
実現化技術・要素技術開発」、「（第三層）
システム化・技術統合」の技術の三層
構造を想定し、従来の防災科研のコア
技術である第一層にこれまで所内に存
在しなかった第二層、第三層の技術を
JSTのファンディングで補強すること
により研究開発成果の社会実装を促進
することを目指しています。

ニーズ駆動型研究開発の推進と　
ステークホルダーとの連携

　防災研究には国からの強い財政支援
が必須であり、防災研究そのもので経
済的な利益を上げる必要はないという
のが従来からの研究者の基本的な考え
でした。また、災害は地球規模や国全
体としては増加傾向が見られるとはい
うものの、特定の地域や個人にとっ
てみれば発生することが稀な事象であ
り、防災研究が短い期間に目に見える
形で成果を上げることは本質的に困難
であるとともに、防災で収益を上げる
ことには抵抗感が伴うのが実情でもあ
りました。
　これに対し、センターの活動におい
ては、研究開発成果による安全・安心
な社会の創出の実現のためには、自分
のやりたい研究活動を自分のペースで
行うのではなく、費用対効果や経費削
減の可能性を追求するものにしなけれ
ばならないという価値観をメンバー間
で共有しました。
　ステークホルダーとの連携につい
て、当初は手当たり次第に取り組んで
いましたが、活動の進捗につれて上記
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方に対して、本来防災を目的とする投
資が、災害の発生しない通常状況下で
も普段使いの手段としてプラスの経済
価値を目に見える形で継続的に生み出
すことによって防災投資に対する支払
意思額を増大させるという考え方があり
ます。このような「攻めの防災」の取り
組みは、セブン-イレブン店舗での気象
観測に基づく面的な降積雪情報の創出
をはじめとして、センターのプロジェク
トの中で数多く試みられています。
　このような「攻めの防災」を自立的、
継続的に発展させていくため、「気象
災害軽減コンソーシアム」の活動をさ
らに発展させ、その成果を有効活用す
ることを通じて防災科研が「攻めの防
災」に向けたトータルソルーションを
提供できる研究・教育の活動連携の中
核機関となるための活動を持続的に展
開していきたいと考えています。

図　イノベーションハブの三層構造
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気象災害軽減イノベーションセンターの体制

　センターには、研究開発部門と研究
推進部門を設置して活動を進めまし
た。研究開発部門では、社会実装のた
めに必要な技術を設定し、これまで防
災科研に不足していたシステム化に向
けて取り入れるべき技術を明確化しま
した。ニーズを基に3つのプロジェク
トを立ち上げ、防災科研特有の大型実
験施設を活かしながら、社会実装に向
けた取り組みを開始しました。また、
研究推進部門を設置することにより、
気象災害軽減コンソーシアムの活動を
軸とした外部との交流、知財戦略検
討・整備、広報、イベント開催・参加
など、スピード感を持って実行できる

ようになりました。センターでは、研
究者と研究支援部門が同じ部屋で一緒
に仕事をして、研究支援部門がその内
容を理解することにより、研究者の事
務負担軽減、本部など関係部署との内
部コミュニケーションの迅速化、事務
手続きのワンストップサービスを目指
しました。

共に創る：ニーズ主導の地域・産業
防災課題解決モデル構築

　図は、センターが４年間の活動で構
築した研究開発のフロー「共に創る：
ニーズ主導の地域・産業防災課題解決
モデル構築」です。
(1）ニーズの把握：センターの基本
理念である「ニーズ主導」で「共に創

る」研究の推進において、核心となる
プロセスです。このプロセスを促進す
るため、2016年10月に気象災害軽減
コンソーシアム（以下コンソーシアム）
を設置しました。2019年8月末現在、
個人、団体を合わせて327会員です。
コンソーシアムでは、ニーズ、シー
ズを把握し共有する「マッチングイベ
ント」や、異分野との連携や協働によ
る実践の可能性や課題について議論す
る「防災×○

コ ラ ボ
○」を行いました。ま

た、社会実装のための課題を取り上げ
る「気象災害軽減イノベーションセミ
ナー」、地域の声を聞き、現場を見て地
域の課題を把握し、解決策を考える「気
象災害軽減コンソーシアム体験ツアー」
等を実施して、ニーズの把握、シーズ

（右）気象災害軽減イノベーションセンター　
　　　センター長補佐・研究推進室長

中村 一樹
（左）気象災害軽減イノベーションセンター
　　　研究推進室研究推進マネージャー

飯島 幸
なかむら・かずき
2013 年防災科学技術研究所入所。雪氷防災研究センターで、雪氷災害の
軽減につながる研究を実施。2016年より現職。同年の気象災害軽減イノベー
ションセンターの設置に携わり、気象災害軽減コンソーシアムなど、新しい仕
組みをスタートさせる。雪氷防災研究部門主任研究員。

いいじま・さち
1996 年防災科学技術研究所入所。2016 年から気象災害軽減イノベーショ
ンセンター研究推進室研究推進マネージャーとして、センターの活動に携わ
る。2019 年より現職。企画部研究推進課長補佐、南海トラフ海底地震津
波観測網整備推進本部企画調整室長補佐。

気象災害軽減イノベーションセンターが構築した新しい仕組み
ニーズ主導で共に創る仕組みの構築

2015 年度に実施した領域俯瞰調査、新たに糾合すべき新技術調査、ニーズ調査、ビジ

ネス展開調査を基に活動計画を立案し、2016 年度に、気象災害軽減に関わる研究、人材、

情報、技術の中核拠点となる「気象災害軽減イノベーションセンター」（以下センター）を

設置した。新たな体制と活動方針を明確化して 2019 年度まで活動した結果、ニーズ主

導の地域・産業防災課題解決モデルを構築することができた。

特集●気象災害軽減イノベーションセンター
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ら技術開発や実証実験を進めます。こ
れまでに、複数の外部資金獲得と特許
申請の実績が出てきています。
(5) 社会実装：他機関との協働のプロ
ジェクトで創出した防災情報を実際に
自治体へ提供開始した例が出始めてい
ます。ただし、2016年以降に開始し
た複数のプロジェクトは、実証実験
のプロセスまでは到達したものの、社
会実装のプロセスまでは完遂しておら
ず、社会実装までのスピードアップが
課題の一つです。
　センターの事業を通じて、人材・情
報・技術の糾合が促進され、本稿で紹
介した新しい仕組みを通じたチャレン
ジがなされたことで、防災科研内外の
防災技術の研究開発方法や取り組みへ
の意識に様々な変化が生じてきている
ことを実感しているところです。

大学や高専が主体となり、地域の企業
など多様な機関が参画してサテライト
を形成するのが理想的です。むしろ防
災科研は取り組みを支援し、足りない
ピースをつなぐ役割を担う形で参画す
ることにより、全国の地域及び産業の
防災課題を横断的に解決する道筋が開
けます。
(4) 開発・実証実験：解決すべき課題
が明確になり、拠点が形成されること
と同時進行で、システムや情報の開発、
そして実証実験をスタートさせます。
当然、これらを実行するにも資金が必
要になります。ニーズの把握のプロセ
スで実施した公募調査を参考に、文部
科学省（科学技術振興機構を含む）を
はじめ、内閣府、総務省、経済産業省、
自治体等の公募型のプロジェクトへの
提案や、民間企業のファンドなどの外
部資金への提案を行い、資金を得なが

の発見やコーディネート等を行いまし
た。また、ニーズ・シーズ調査、知財
調査、標準化に向けた調査、公募調査等、
防災科研全体の研究戦略に直結するよ
うな各種調査を定期的に実施しました。

（2）解決策の検討：コンソーシアム
では、課題に応じて、センシングワー
キンググループ（以下WG）、データ
利活用WG、防災教育WGを設置し、
特定の課題の解決策の検討、取り組み
の推進を行っています。

（3）拠点の形成：取り組むべき課題
への方向性が定まってきたら、地域で
課題解決に取り組む参画者を明確にし
て拠点を形成します。ここで重要なの
は、情報や仕組みを作る側と使う側が
共に参画し、共に解決策を創ることで
す。防災科研のリソースには限りが
あるため、全てのケースで防災科研が
拠点の中心になるのではなく、地域の

想定外をなくす行動イノベーションによるレジリエンス強化

気象災害軽減コンソーシアム
セミナー、WS、ツアーなど

高専防災コンテスト
WG検討

地域自治体、大学、
高専、企業、団体

高専機構と連携協定締結

経産省：IoT推進ラボ
総務省：地域IoT官民ネットワーク
日本政策投資銀行と連携協定締結

共に外部資金エントリー
総務省・経産省・JSTほか

関連府省庁の
取り組みと連携

気象災害軽減
コンソーシアム会員で実証
実験、社会実装につなげる

気象データを活用した観光予報プラットフォーム
四季の可視化試作

第2回観光予報
プラットフォーム活用
コンテスト特別賞

科学技術のイノベーション
(=社会実装)

東京会議室の活用

コラボ

例）長岡サテライトでの取り組みを全国に水平展開

ニーズフィードバック

東京会議室でよろず相談窓口
マッチングイベント開催・共催
「防災×○○」：異分野交流

情報・製品リリース

図　共に創る：ニーズ主導の地域・産業防災課題解決モデル構築
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外部機関と連携するために必要な
体制つくり

　自然災害が近年多発していることや
センターが積極的に外部機関との連携
を推進していることもあり、これまで
お付き合いのなかった企業等からの
技術相談なども増え、防災科研の研
究成果に対する期待が高まっているよ
うに感じています。気象災害軽減イノ
ベーションセンターは、これらの企業
ニーズに応え、また、地域の課題解決
に貢献するため、社会実装を目指した
研究開発も進めています。これらの研
究を進めるにあたっては、防災科研の
資産である研究成果（情報やデータを
含む）の扱いやその活用方法等につい

て、所内外の関係者と協議や交渉をし
て決定しており、経験のある専門家の
知見やノウハウが必要不可欠です。当
センターでは、2016年の設立時から
徐々に研究推進室連携推進担当の体制
を整備し、2017年には工業所有権情
報・研修館知的財産プロデューサー派
遣事業により、吉岡孝史知的財産プロ
デューサーを派遣していただきまし
た。更に、技術移転マネージャー 1名、
知財技能士2名からなる計4名体制を
確立し、本部と連携をしながら業務を
推進しています。

連携構築のための取り組み

　具体的には、発明に関する相談や先
行技術調査といった発明の創出にかか

る対応および知財戦略、企業や自治体
との連携に必要な契約内容の検討・交
渉および調整等を行っています。また、
研究開発のリソースを確保するため、
外部資金公募情報の情報収集や申請の
支援をしており、連携先とも外部資金
の獲得に向け、積極的に取り組んでい
ます。さらに、毎回異なるテーマの専
門家を講師に迎え、所内の成果展開へ
の意識向上、知見やスキルの学びを目
的とした勉強会「成果展開塾」を、こ
れまでに計12回開催しています。ま
た、特許情報活用セミナーの開催や新
着特許情報の定期的な配信により、特
許に関する意識醸成も行っています。
このような取り組みの活発化に比例し
て、知的財産プロデューサーと技術移

（左）気象災害軽減イノベーションセンター
　　　特別技術員・研究推進室連携推進マネージャー

中島 広子
（右）気象災害軽減イノベーションセンター　連携推進担当

植村 奈緒美
なかじま・ひろこ
筑波大学大学院環境科学研究科修士課程修了。公的研究機関の研究員と
して勤務後、産学官連携の世界へ転身。ファンディング機関等を経て現在に
至る。現職では、産学官連携業務のほか、JST の人材育成事業の一環で、
プログラム・マネージャーとしても活動している。企画部社会連携課。

うえむら・なおみ
公的研究機関にて研究支援業務、ISO マネジメント、知財マネジメント業務
に携わる。2017 年 7 月より現職。金沢工業大学大学院イノベーションマネ
ジメント研究科科目等履修生。

知と人をつなげて「共に創る」を実現する
産学官連携にかかわる取り組みを通して

研究成果の社会実装を目的とした連携に必要な産学官連携の役割を担う研究推進室連携推進

担当が 2016 年に気象災害軽減イノベーションセンター内に設置された。体制構築からスタート

し、知財マネジメント、成果展開に係る所内勉強会およびイノベーションに必要な専門人材の育成

･ 受け入れ等を行ってきた。現在では、産学官連携活動の必要性が所内に認識されつつある。

特集●気象災害軽減イノベーションセンター
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います。

人材育成への貢献

　イノベーションに必要な人材とし
て、2014年度の産業競争力会議や「第
5期科学技術基本計画」において、プ
ログラム・マネージャー (PM)等の育
成・確保のための取組推進の必要性が
言及されました。自らプログラムを企
画・マネジメントを行うリーダーシッ
プに対する社会的ニーズもあり、セン
ターは、科学技術振興機構のPM育成・
活躍促進事業への研修生として執筆者
が参加することを認めています。PM
研修の一環で、実際にPMとして気象
災害の軽減の実現を目指すプロジェク
トを推進し、2018年度には気象アプ
リを用いた社会実験等（詳細はp16-

転マネージャーへの相談件数は増え続
け、他部署からの相談が80件を超え
ま し た（2016年6月 ～ 2019年9月
時点）。相談内容は、発明相談、先行
技術調査の依頼、ライセンス契約や共
同出願契約の相談・作成依頼等さまざ
まであり、そのノウハウが蓄積されて
きています。また、知財出願件数も増
加し、防災科研全体の2012 ～ 2016
年度の平均出願件数は4.8件/年です
が、2017 ～ 2018年度は10.5件/年
となり、2017年度以降は、当センター
が関わる出願件数が防災科研全体の9
割を占めるようになりました。なお、
これまでの取り組みを通し、知財のみ
でなく、データや情報の適切なマネジ
メントが必要と感じており、防災科研
特有の性質を踏まえた対応を模索して

図　知財体制の整備と成果

想定外をなくす行動イノベーションによるレジリエンス強化

17を参照）を実施しました。そのほか、
センターでは他のPM研修生に対し、
OJTとして現場提供を行うなど、PM育
成に貢献しています。2018年には、1
名の研修生が講師として、「質問づくり
／問いづくりから課題を見つけるワーク
ショップ～『SDGs×防災』ハテナソン～」
を行いました。令和元年も新たに1名の
研修生を迎えています。
　また、2017年度に新設された防災科
学技術研究所インターンシップ制度を
利用して、大学生2名、大学院生4名
をそれぞれつくば本所と長岡サテライ
ト・新庄サテライトで受け入れており、
未来の防災専門家の育成にも努めてい
ます。

成果展開塾
 職員向けセミナー
 対象︓テーマに関心のある所内職員
 目的︓成果展開への意識向上、

知見・スキル等の学び

（例）競争的資金の紹介、クラウドファンディング、
プログラム・マネージャーとは、発明相談会、特許活用事例、
質問づくりWS、サイエンス・ビジュアリゼーション、
外部連携のポイント、大学のURA活動と防災活動、地域創生 など全 回

専門家の存在が徐々に浸透 気象災害軽減イノベーションセンター
への発明相談・ライセンス相談が増加

計 件 年 月～ 年 月時点

 年～ 年度
所全体︓計 件
（平均 件 年

 年～ 年度
所全体︓計 件
平均 件 年出願件数

単独 共同 出願予定

気象ハブ 件 予定 件含む 所全体 件 ～ ＝

知的財産プロデューサー
知財戦略・権利化の専門家

知財技能士

名 名 名

技術移転マネージャー
ライセンス契約・ビジネスの専門家

他部署からの相談

専門家の人数

学ぶ機会の提供

知財の権利化
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矢切特別支援学校における防災教育

　気象災害軽減イノベーションセン
ターでは、人的リソースの不足を補う
ため、防災教育チャレンジプラン（全
国で取り組まれつつある防災教育の場
の拡大や質の向上に役立つ共通の資産
をつくることを目的に、新しい試み、
アイデアによる活動をサポートする取
り組み。）と連携し、気象防災に関す
る活動を支援することによって防災教
育の取り組みを進めています。また、
日本気象予報士会から、内山常雄氏に
気象災害軽減イノベーションセンター
に参画いただき、日本気象予報士会と
も連携しながら、防災教育に取り組ん
でいます。

気象ハブにおける多様な人材育成と人材と技術の糾合
防災教育、体験ツアー、高専防災コンテスト

　2017年度に応募のあった矢切特別
支援学校では、防災科研が設置した雲
レーダーを活用して、校内に気温や天
気、レーダー情報を確認するディスプ
レイを設置し、毎日チェックする習
慣をつけて天気を身近に感じてもらう
他、日本気象予報士会による講演会の
開催、ARによる浸水体験学習、気象
研究クラブの設置等を通じて天気の学
習を行いました。その結果、児童生徒
は、それぞれの天気の特性が分かって
きたことで大雨が危険であることを理
解できるようになり、また、その日の
気温を確認し自分で服装を考えたり、
パラパラと雨が降っていても傘を持っ
てこなかった生徒が天気予報を見て傘
を持ってくるようになるなどの変化が

現れました。一方、教師もこれまで天
気や気温に対する対応行動のみを伝え
るだけだったところ、児童生徒が自分
たちで客観的情報や科学的視点から主
体的に考え行動することができること
を目の当たりにし、指導のあり方を
見直すきっかけとなりました（図1）。
矢切特別支援学校はこの年、防災教育
チャレンジプランで、防災教育大賞を
受賞し、特別支援学校での防災の取り
組みのさきがけとなり、それ以降もさ
らに取り組みを続けています。気象災
害軽減イノベーションセンターでは、
引き続き矢切特別支援学校での防災教
育を支援することによって、特別支援
学校等での防災教育のノウハウを蓄積
すると共に、ノウハウの横展開を目指

「研究と人材の中核拠点」を目指す気象ハブでは、多様な人材育成と人材と技術の糾合

を行っており、 特別支援学校や高等専門学校の防災教育支援を実施している。さらに気

象災害軽減コンソーシアムを設立し、会員ネットワークの活用による、地域特性・利用者

ニーズに応じた気象災害予測情報提供システムの社会実装を行っている。

特集●気象災害軽減イノベーションセンター

（左）気象災害軽減イノベーションセンター　特別技術員

宮島 亜希子
（右）気象災害軽減イノベーションセンター　特別技術員

横山 俊一
みやじま・あきこ
2007 年に気象予報士の資格を取得。NTTドコモで環境センサーネット
ワークの事業に携わった後、2016 年より現職。マラソン・トレイルラン
ニングが趣味で、フルマラソンは 2018 年のつくばマラソンで初サブ 3。
山岳レース等での気象防災の普及を目指している。

よこやま・しゅんいち
前任の信州大学学術研究・産学官連携推進機構で、地域連携と地域防災
減災センターの業務にかかわる。地域防災減災センターでは「ペット・畜
産動物」「臨時災害放送局」 等をコアとしたプログラムを実施。2018 年
12 月より現職。現在は主に高専防災コンテストを担当。



112019　No.206  

参加いただき、生のご意見やお考えを
伺いました。盛りだくさんの内容でとて
も過密なスケジュールとなりましたが、雪
に関する新たな取り組みやビジネスを考
えるためのヒントが得られ、大変実りの
ある充実したツアーとなりました（図2）。

高専機構との連携・協力協定

　2018年6月に独立行政法人国立高
等専門学校機構との間で、双方の有す
る人材、研究施設、研究成果等を連携
活用し、人材育成及び相互の教育研究
等の充実並びに相互協力を図るため、
連携・協力協定を締結しました。協
定に基づく活動を通して、地域の防災
ニーズに対応した研究や産学官の連
携、研究成果の実装、さらには、学生
の研究参加による人材育成等が一層進
むことが期待されます。

高専防災コンテスト

　高専機構との連携・協力協定締結後
の10月に、防災科研と高専機構が主
催して、全国の国立高専の学生と教職
員を対象とした「地域防災力向上チャ
レンジ」のアイデア募集が開始されま
した。これは全国の団体へ防災教育プ
ログラムの支援を行っている、防災教

しています。

気象災害軽減コンソーシアム体験ツアー

　気象災害軽減コンソーシアムでは、
気象災害に悩まされている地域を訪れ、
地元自治体の方や地元で活躍されてい
る方の体験談などを聞き、また実際に
体験することによって災害に対する理
解を深め、さらに現地でワークショッ
プを開催することによって、その地域
の課題に対して私たちができることを
考え、コンソーシアム会員の事業や今
後の活動のアイデアにつなげていただ
くという企画を実施しています。
　2018年10月4 ～ 5日には、「気象
災害軽減コンソーシアム体験ツアー　
-雪国の課題解決と地方創生-」を開催
しました。本ツアーは、雪国山形県を
舞台に一泊二日で行われ、雪に関する
取り組みやビジネスに興味関心のある
様々な分野の方々（33名）にご参加
いただきました。雪崩現場の見学、地
元の雪にまつわる困り事や対策の講
演、ロープワークや降雪体験などを実
施し、ワークショップでは、ツアーで
得られた知見から雪国の課題の洗い出
し、解決策のアイデアをディスカッ
ションして発表、地元自治体の方にも

育チャレンジプランの枠組みを参考に
させていただいたものです。初年度に
かかわらず全国の国立高専51校から
33件の応募があり、書類審査を経た
10校がセカンドステージであるアイ
デア検証に進みました。検証には気象
ハブの研究者を中心とした複数のメン
ターが対応し、高専教職員だけでなく
アイデア検証の担い手である学生との
コミュニケーションも図ることができ
ました。2019年3月には、最終審査
会を開催し、社会実装につながるアイ
デアを表彰しました（図3）。
　高専は地域に根差した教育を行って
いるということで、様々な組織とのつ
ながりを持つ教職員も多く、地域情報
に精通しています。そのため本コンテ
ストに応募されるアイデアも、地域性
のあるものが多くなっています。メン
ター活動を行うことで、これまでにコ
ネクションの無かった地域防災に関わ
る組織や地元マスコミとの新たな関係
構築が可能になるとともに、地域ニー
ズの掘り起こしに結びつけることもで
きます。2019年度より国立高専だけ
でなく公私立の高専の参加も可能とな
り、昨年以上の盛り上がりとなること
が期待されます。

想定外をなくす行動イノベーションによるレジリエンス強化

図1　矢切特別支援学校校内に気温と服装の目安を掲示 図2　新庄の雪氷防災実験棟での降雪体験 図3　高専防災コンテスト最終審査会入賞者
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災害対策基本法におけるコンビニ
エンスストアの位置付け

　2017年7月1日、スーパー、総合
小売グループ、コンビニエンスストア
の7法人が新たに指定公共機関に指定
されました。これらの法人は、災害発
生時に、地方公共団体や政府災害対策
本部を通じた要請により、物資支援協
定等に基づき、全国の店舗網等のネッ
トワークを活かして、支援物資の各種
品目の調達、被災地への迅速な供給等
を担うことで、災害応急対策に貢献す
ることが見込まれています。

IoT センサー開発と実証実験

　防災科研は、2015年度から指定公
共機関の一つである株式会社セブン-

大雪対応サプライチェーンマネジメントシステム開発プロジェクト
企業 BCP や交通・物流分野の防災課題解決と性能評価・標準化

イレブン・ジャパン（以下セブン-イ
レブン）と大雪時の状況把握や対応に
関わる連携をスタートさせ、2016年
度から「大雪対応サプライチェーンマ
ネジメントシステムの開発」（図1参
照）に取り組んでいます。
　2015年度に実施した物流企業に対
するヒアリング調査では、大雪による
経済損失は大規模地震に次いで大き
く、解決すべき課題の一つであること
が分かりました。例えば、セブン-イ
レブンのようなコンビニエンスストア
のサプライチェーンにとって、大雪は、
交通障害と物流の停滞をもたらし、大
きな損害が生じる自然災害です。特に、
普段雪が降らない首都圏において、積
雪の有無は交通、物流への影響が大き
くなるポイントのひとつですが、首都

圏は積雪深の観測所が少ないため、正
確に積雪深の分布を把握することが困
難でした。
　そこで、セブン-イレブンの店舗に
容易に設置できる小型のIoT積雪セン
サー（積雪深と積雪重量）を開発し、
店舗を観測所とすることで広域のポイ
ントで積雪深を観測して、より正確な
積雪分布を把握するためのプロジェ
クトを開始しました（図2参照）。従
来の実証実験では、気象庁メソ気象
モデルの気象要素のみを入力値とし、
防災科研の積雪モデルを用いて1時間
ステップで39時間先までの5㎞メッ
シュの積雪分布予測を生成していまし
た。この積雪モデルに対して、店舗の
IoT積雪センサーの現況値（初期値）
による積雪データを補完することによ

小売業や物流業界にとって、交通障害をもたらす大雪は大きな損害が生じる自然災害である。

特に、首都圏では、積雪深の観測所が少なく、正確な積雪深の分布を把握することが困難だ。

そこで、コンビニエンスストアに積雪センサーを設置し、観測網の充実をはかり、積雪分布を

推定することで、コンビニエンスストアの災害時の機能維持を図る取り組みを試験的に実施した。

特集●気象災害軽減イノベーションセンター

（左）気象災害軽減イノベーションセンター　
　　　センター長補佐・研究推進室長

中村 一樹

なかむら・かずき
2013 年防災科学技術研究所入所。雪氷防災研究センターで、雪氷災害の
軽減につながる研究を実施。2016年より現職。同年の気象災害軽減イノベー
ションセンターの設置に携わり、気象災害軽減コンソーシアムなど、新しい仕
組みをスタートさせる。雪氷防災研究部門主任研究員。

あべ・なおき
株式会社パスコ所属。携帯型斜め写真撮影システム（PALS）ならびに、
災害時の航空機による情報収集とその集約手法の開発に従事。2016 年よ
り現センターへ出向。IoT 積雪センサーの開発に携わり、大雪対応サプライ
チェーンマネジメントシステム開発プロジェクトを担当する。

（右）気象災害軽減イノベーションセンター　外来研究員

阿部 直樹
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2018年度積雪センサー
設置箇所（青点）

●積雪センサーの開発 ●実店舗での観測実証実験

防災科研首都圏積雪予測システム
による積雪分布の把握実証実験

●積雪分布情報を生成

雪氷防災実験棟
での性能試験

積雪重量センサー

積雪深センサー

積雪センサー
の値を入れれ
ば入れるほど
精度が向上

降雨強度の雨で実験可能なため、IoT
センサーの通信試験や土砂移動検知セ
ンサーの実験も実施しています。
　雪氷防災実験棟は、IoTを活用した
地域防災システム開発プロジェクトに関
わるIoT降雪センサー、積雪センサー、
寒冷環境下での動作を求められる気象
センサーの開発にも活用しています。
　防災科研では現在、このような大型
実験施設を活用した観測機器の適合性
評価や試験条件について、標準化に向
けた検討を行っています。また、実験

り、さらに正確な積雪分布予測情報を
生成できるようになりました。より正
確な積雪分布予測情報を活用すること
で、大雪時の物流の確保や、雪氷災害
軽減情報発信につなげることができま
す。

新たに生成した積雪深分布情報

　2017年度と2018年度は、関東圏
内の10店舗に積雪センサーを設置し、
防災科研独自観測点を合わせ15 ～
16地点で観測を実施しました。例え
ば、2019年2月9日の降雪・積雪では、
関東圏内で例年観測される降雪・積雪
分布とは異なり、関東東部の千葉方面
において強い降雪傾向がみられました
が、その傾向を、千葉県の店舗に設置
した複数の積雪センサーが観測してお
り、店舗観測値による積雪予測分布の
価値を示すものとなりました。
　また、生成した積雪分布は、セブン-
イレブンの災害対応システムへ試験的
に提供しています。今後は、さらなる
ニーズに応えるべく、生成した積雪分
布情報を用いて経済損失をもたらす道
路渋滞の予測を目指し、さらに研究開
発を進めています。

大型実験施設の性能評価・標準化
につながる取り組み

　本稿で紹介したIoT積雪センサーの
開発では、夏でも降雪や積雪など冬の
環境を再現できる防災科研の雪氷防災
実験棟（山形県新庄市）で性能試験を
実施しました。防災科研が有する大型
降雨実験施設（つくば本所）や雪氷防
災実験棟は、IoT機器やセンサー開発
等の性能評価にも利用できます。
　大型降雨実験施設では、実際の降雨
の粒径も再現した15 ～ 300mm/hの

施設を利用した着雪試験の標準化と着
雪試験の手順書を作成して公開するこ
とを目的に、「雪氷防災実験施設を活
用した着雪試験標準化に関する検討
会」を開催しました。検討会では、着
雪試験手順に関わる標準条件の実務的
な有用性と工学的な観点からの妥当性
を確保するために、学識経験者および
着雪試験に関連する民間企業に参画い
ただき、様々な意見を取り入れていま
す。将来的には、JIS化や国際標準化も
視野に入れて検討しているところです。

想定外をなくす行動イノベーションによるレジリエンス強化

図１　大雪対応サプライチェーンマネジメントシステムの開発の概要

図2　新たに生成した積雪分布情報

2019年2月9日12:00 2019年2月9日12:00 店舗センサー観測値：有店舗センサー観測値：無

店舗の積雪に
よる明確な差

図3　2019年2月9日の積雪分布事例
       （左：気象庁メソ気象モデルのみ、a右：セブン-イレブンに設置したセンサーの値を追加）
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特集●気象災害軽減イノベーションセンター

山梨サテライトでは

　2014年（ 平 成26年 ）2月、 発 達
した南岸低気圧の影響により山梨県
は大雪に見舞われました。甲府市で
は、これまでの観測記録の2倍に及ぶ
114cmの積雪が記録されました。そ
のため、道路や鉄道がいたるところで
寸断され、山梨県全体が孤立する事態
となりました。この年の大雪災害の
経験を踏まえて山梨サテライトを設
置し、普段は雪の少ない地域で突発的
な大雪が発生した際の被害軽減を目的
として、活動を行ってきました。この

取り組みでは、「山梨地区道路物流に
関わる雪氷災害に関する勉強会」を開
催し、大雪時の道路交通、物流、除雪
などの課題に関する情報交換会を行っ
ています。本勉強会では、交通工学が
専門の山梨大学（現在は早稲田大学）
の佐々木邦明教授に座長となってい
ただき、専門的観点からアドバイスを
いただいております。この勉強会で
は、参加する物流、道路管理情報、通
信など様々な関係機関に所属する方々
がそれぞれの立場で意見を出し合うこ
とができ、各分野が抱えている課題を
共有する場となっています。こうした

会合をきっかけとして、山梨県内に設
置したIoT積雪センサーからのデータ
から、降雪・降雨時における交通特性
の分析と、気象条件の変化が道路交通
に与える影響を予測する研究が始まり
ました。さらに、異分野・異業種間で相
互にデータを出し合う仕組み作りが試
行され、本プロジェクトが機関の壁を
越えた横串の役割を果たしていると言
えます。

熊本サテライトでは

　2016年（平成28年）4月の熊本地
震により、熊本県内では多数の土砂災

IoTを活用した地域防災システム開発プロジェクト
「地産地防」　―地域の産業で地域の防災を実現する

IoT を活用した地域防災システム開発プロジェクトでは、気象災害軽減イノベーションセンターの

サテライトとして新潟県長岡市、山梨県、熊本県の 3 地区をモデル地区に設定し、いろいろな

センサーが通信で結ばれ、大量のデータ取得を可能とする IoT を活用して「地産地防」に結

び付ける取り組みを進めてきた。本プロジェクトの活動をリードしてきた新潟県長岡市での取り組

みは別項に譲り、ここでは、山梨県と熊本県での取り組みを紹介する。「地産地防」とは、地域

の産業で地域の防災を進めるという意味の造語で、本プロジェクトの基本理念となっている。

気象災害軽減イノベーションセンター　副センター長

上石 勲
気象災害軽減イノベーションセンター　特別研究員

木村 誇
かみいし・いさお
1959 年新潟県上越市出身。1984 年富山大学大学院修了。2001 年新潟
大学大学院（社会人入学）Ph.D. 博士（学術）。専門は雪氷学。2013 年
より現職。雪氷防災研究センター長。雪氷防災研究センター 部門長。雪氷
防災研究センター 総括主任研究員。首都圏レジリエンス研究センター 副セ
ンター長。

きむら・たかし
1981 年大阪府寝屋川市出身。2012 年北海道大学大学院農学院博士後
期課程。単位取得退学。博士（農学）。専門は砂防学。2016 年より現職。
水・土砂防災研究部門 特別研究員。
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想定外をなくす行動イノベーションによるレジリエンス強化

人材を結びつける役割を果たしてきま
した。
　こうした経験や取り組みを活かし、
滋賀県竜王町、北海道標津町、新潟県
小千谷市の3市町と、防災科研、東京
大学、ＮＴＴドコモが共同で提案した
総務省公募課題事業「IoTの安心・安
全かつ適正な利用環境の構築（IoT利
用環境の適正な運用及び整備等に資す
るガイドライン等策定）」が2019年6
月に採択され、民間企業とともに活動
を開始しています。
　このように、新潟県長岡市を皮切り
に3つのサテライトで取り組んできた
本プロジェクトは、全国各地におけ
る活動へと発展しています。今後は、
IoTセンシング技術とAI技術の融合
を図るなどの技術革新も視野に入れな
がら、「地産地防」を実現するための
産学官連携の研究開発をさらに進めて
いく予定です。

参画していただき、低コストで多用途
（斜面変動の監視、河川水位変動の監
視など）のIoTセンサー開発を共同で
行ってきました。また、雨量概況、気
象警報･注意報、ハザードマップなど
の各種公開情報と、IoTセンサーによ
り現地で観測したリアルタイムの情報
を一元化するためのWeb-GISシステ
ム開発を進めています（図参照）。

IoT を活用した地域防災システム
開発プロジェクトの発展

　本プロジェクトでは、「地産地防」
の実現を目指して、新潟県長岡市、山
梨県、熊本県の3地区をサテライトと
して様々な活動を行ってきました。一
連の活動では、「地域の課題は地域で
解決する」ということを基本理念とし
ており、気象災害軽減イノベーション
センターは、各地域でそれまで別々に
活動していた異分野・異業種の機関、

害が発生して甚大な被害をもたらしま
した。気象災害軽減イノベーションセ
ンターでは、地震後直ちに熊本サテラ
イトを設置し、土砂災害防止を目的と
した斜面監視IoTセンサーの研究開発
を進めてきました。また、熊本県西原
村をはじめとする被災地域の自治体に
向けて防災情報の提供を行ったり、地
元住民に向けて地震後の災害危険性に
関する住民説明会を開催したりするこ
とで、被災地域の復旧･復興を支援し
てきました。
　被災地域が復旧･復興を進めていく
ためには、インフラの復旧や災害対策
工事だけでなく、地域経済の活性化も
課題となることから、地元企業を主体
とする防災関連ビジネスの創出を目指
した活動にも取り組みました。2017
年より、熊本県西原村、㈱エー ･シー
･エス、㈱Rimos、㈱ソナス、㈱東亜
コンサルタント、熊本高等専門学校に

図　熊本サテライトで取り組んでいる土砂災害警戒避難システムの概要
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はじめに

　気象災害軽減イノベーションセンター
で行っている三つのプロジェクトの一
つが「首都圏の稠密気象情報提供シス
テム開発」です。いわゆるゲリラ豪雨
や強風・突風、降雹、落雷など災害を
引き起こす「極端気象」に関わる情報
を、早期検知技術や予測技術によって
生み出し、市民一人ひとりや事業者に
確実に伝達し、行動に結びつけること
ができるようなシステム開発を目指して
活動してきました。JSTイノベーション
ハブ構築支援事業の特性をいかして、
様々な資金をマッチングさせ、民間気
象事業者等と連携し、ニーズを起点と
した研究開発を行っています。

首都圏の稠密気象情報提供システム開発プロジェクト
ニーズ主導で研究成果を市民のもとへ

資金提供・企画公募型共同研究

　イノベーションハブ構築支援事業だ
からこそできた新しい取り組みの一つ
が、防災科研初の資金提供を伴う企画
公募型共同研究です。ステークホル
ダー（情報を使う市民や事業者）の
ニーズに応じたシステム開発を進める
ため、気象予測情報を発信できる民間
気象事業者を主な対象として、既存の
気象予測情報提供サービスの改善ある
いは新規開発を目標に設定した共同研
究課題を公募しました。
　2016年度から（株）中電シーティー
アイと実施している「雷危険度予測シ
ステムの開発」では、防災科研の研究
成果と多様な観測データを活用して、

高精度な雷危険度予測技術を研究開発
し、その技術を中核とする首都圏向け
の雷情報コンテンツを提供するシス
テムを開発することが目的です。（株）
中電シーティーアイは、既に事業計画
の検討とデータ通信設備の検討・構築
を完了して、このサービスを具現化す
る Web-GIS システムの構築を行い、
観測・解析情報の表示を可能にしまし
た。防災科研は MPレーダー※ 1 デー
タを用いた発雷判定の研究開発を継続
しており、この成果がシステムに搭載
される予定です。また、雷危険度予測
手法に関する2件の共同特許、1件の
単独特許を出願済みです。
　2017年度に採択した「地上稠密気
象観測データを利用した突風予測シス

気象災害軽減イノベーションセンターでは、イノベーションハブ構築支援事業の特性をいかして、

他機関と連携し、資金をマッチングさせ、ニーズを起点とした研究開発を行っている。民間気象事

業者との資金提供・企画公募型共同研究、ニーズの高い雷情報を作り出す3次元雷放電経路

観測システムの整備等により、「極端気象」に関わる情報を市民一人ひとりや事業者に届ける。

特集●気象災害軽減イノベーションセンター

（右）気象災害軽減イノベーションセンター　副センター長

岩波 越
（左）気象災害軽減イノベーションセンター　コーディネーター

横山 仁
いわなみ・こゆる
1991 年北海道大学大学院理学研究科博士後期課程修了・中退。理学博士。
専門はレーダー気象学。同年防災科学技術研究所入所。2016 年副センター
長に就任。水・土砂防災研究部門 総括主任研究員、国家レジリエンス研究
推進センター センター長、埼玉大学 客員教授。 

よこやま・ひとし
1985年東京農工大学農学部環境保護学科卒。専門は農業気象学、環境緑
地学。東京都労働経済局、東京都農業試験場、東京都環境科学研究所勤務
を経て2016年より現職。著書に「環境問題と社会」、「みどりによる環境改善」
「気候変動に適応する社会」（すべて共著）。博士（農学）、気象予報士、防災
士。水・土砂防災研究部門 主幹研究員。
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図１　LMAによる3次元雷放電経路の観測例。雷雲内の高度5.5km付近の最初の
　　　放電から地面に達する（落雷：稲妻印）までの約90ms（9/100秒）間の
　　　一連の雷放電位置（橙色の球）

想定外をなくす行動イノベーションによるレジリエンス強化

図2　LMAによる雷放電点数分布の観測例（2017年8月19日17時から1時間）

路観測システム」、具体的には国際的
な研究プロジェクトで基準データと
して使われた実績のある「Lightning 
Mapping Array（LMA）」センサー
12 台の整備を 2016、2017年度に行
いました。図 1 は3次元雷放電経路の
観測例、図 2 は世田谷区で花火大会が
中止になった時の雷放電点数の分布を
示しています。
　このシステムによって、特徴的な雷
現象の一つを観測できたことからも、
このデータは注目されており、航空機
被雷を研究している研究機関、別種類
の雷観測機器を所有・活用している気
象庁と電力会社、さらに複数の大学や
民間気象事業者にデータを提供してい
ます。今後も雷に関わる研究者、企業
と協力して、より精度の高い雷の監視・
予測情報を事業者や市民に伝え、雷被
害を減らしたいと考えています。

テムの開発」は、明星電気（株）が開
発中の小型気象計 POTEKA による地
上稠密気象観測データだけを利用した
突風危険度予測システムを、防災科研
が持つデータ同化技術 ※2 による3 次
元客観解析値を活用して検討・改良し、
予報業務許可取得を目指すものです。
明星電気 (株) は、過去の顕著な突風
事例（ダウンバースト）における防災
科研作成の地上風向風速の客観解析値
を調査して、突風危険度予測システム
がアラートを出す条件の一つを新たに
見いだしています。

※ 1　MPレーダー：雨量の正確な把握、雨雲の中の風の観測
や、雨、雪、あられなど粒子の種類の判別が可能な気象レーダー

（http://mp-radar.bosai.go.jp/）。
※ 2　データ同化技術：観測データを数値シミュレーションに取り
込んで、より現実に近い現象を再現する技術。

雷の放電経路の観測を実現

　首都圏 200km 四方の雷（雲内、落
雷）の放電点の 3次元的な位置をよ
り正確に観測できる「3次元雷放電経

おわりに

　気象庁、農研機構との農業気象分野
のシンポジウムの共催や、つくば市、
筑波大学と連携した、つくばマラソン
の支援実験等も行ってきました。現在、
水・土砂防災研究部門による成果を含
め、首都圏を対象として、これまでの
研究成果に基づく雨、風、雷等の気象
情報とスポーツ競技場や高速道路網な
どのインフラ、社会動態を重ねて表示
できる Web-GIS システム「気象リ
スク情報統合システム」を構築し、公
開の準備をしています。イノベーショ
ンハブ構築支援事業が終了する 2020
年には、様々な形で情報をお届けでき
ると考えています。

　このプロジェクトの主たる担当者は本稿著者の他、気象災害軽
減イノベーションセンターの宮島亜希子、中島広子、水・土砂
防災研究部門の櫻井南海子、清水慎吾、平野洪賓、出世ゆかり、
下瀬健一です。
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特集●気象災害軽減イノベーションセンター

長岡サテライトの活動

　長岡サテライトの活動目標は、次の
3つです。
1. 長岡市をモデル地域として、気象  
　 災害軽減に資する特定テーマにつ
　 いての具体的かつ実践的な研究（実
  証実験）を行い、目に見える実績・
    成果を上げること
2. 雪氷防災研究部門がイノベーション
 　を創出するハブとして機能するため
 　の要件及び実現プロセスを検証する
 　こと
3. 1と2を積み重ねて、民間企業と一
 　緒に長岡地域の気象災害に関する
 　課題を防災科研の研究成果を利用
 　して解決する「長岡モデル」の構築

を目指すこと
　この目標の実現に向けて、防災科研
担当者と産学に所属するメンバーを中
心に、プロジェクトを実施しています。
令和元年現在、3つのテーマ（1：冬
期交通網管理の効率化を目指す。2：
屋根雪事故を減らす。3：水害から命
を守る。）を掲げ、その中に4つのワー
キンググループ（以下WG）を設置
し活動をしています。具体的には、定
期的な進捗を確認する全体会議を2週
間に1回程度開催し、WGごとに必要
に応じた打ち合わせ、現地調査などを
行い、それぞれのテーマに即した実証
実験を実施しています。以下では、テー
マ1、2の取組みを紹介します。

テーマ 1：冬期交通網管理の効率化
を目指す

　雪国における生活道路の確保は、除
雪技術が発達した今日でも解決されて
いない問題です。そこで、より効率的
な冬期道路網の確保とその維持にか
かる経費の削減を目指して、降雪と
道路雪氷に関する2つのWGを設置
し、活動を行っています。降雪WG
では、効果的な除雪体制や迂回路を決
定するために必要な時空間分解能の高
い広域降雪量分布などの情報を算出す
るシステムの開発を民間企業と一緒に
なって行っています。このシステムで
は、融雪装置の制御に使用されている
降雪センサーを利用しています。これ

長岡サテライトの活動
「地産地防」の地域防災システム「長岡モデル」の構築を目指して

長岡サテライトとは、新潟県長岡市を活動拠点として活動している防災科研担当者と産学

の参加者で構成されるグループである。長岡サテライトでは、気象災害軽減に対する取組

みを通じて「雪国の課題解決に向けたイノベーションを創出するハブ機能」となることを目

指している。本稿では、長岡サテライトの活動を紹介する。

雪氷防災研究部門　特別研究員

山下 克也
やました・かつや
2005 年福岡大学 博士（理学）。2014 年防災科学技術研究所
入所。レーダーと地上降雪観測値を用いた降雪量推定アルゴリズ
ム開発、詳細降雪・気象情報提供システム開発等に従事。2014
年より現職。
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減らすことを目指して、雪荷重WG
を設置し活動を行っています。雪荷重
WGでは、実際に屋根雪試験棟を設
置し、その試験棟に各種IoTセンサー
を取り付けることで、雪荷重により生
じる建築物の変形を「見える化」し、
木造建築物の雪による倒壊・損壊を未
然に防ぐためのシステム開発を民間企
業と一緒に行っています。

長岡サテライトの活動から得られたもの

　長岡サテライトが立ち上がってか
ら4年目となりますが、着実に実績や
成果が出ています。サイエンスを重視し
たプロジェクト研究とは異なる実践重視
の長岡サテライトの取組みを通して、参
加している研究者から次のような意見
が挙げられています。
●長岡サテライトの活動は雪氷防災研究
　部門の研究を社会還元する近道となる
●現場からのフィードバックが得られる
●理想と現実を把握することができる
●防災科研の知名度が上がる
　研究者のほとんどがプロジェクト研
究と長岡サテライト活動を兼務してお
り、マンパワー不足を痛感することは
ありますが、長岡サテライトの活動は
雪氷防災研究部門の研究活動にとって
は有用です。今後、研究者の負担を減
らす長岡サテライトの運営方式や活動
資源（人・モノ・金）確保の仕組みの
確立を見据え「長岡モデル」の構築を
目指します。

まで個々の融雪装置の制御にしか使わ
れていなかった情報をIoT技術により
センサーが取得した情報を集約し、そ
の情報をもとに降雪量分布を算出しま
す（図1）。このシステムの実用化に向
けて、自治体と一緒に実証実験を行い、
ケーブルテレビ局の協力を得て一般の方
にも試験的に情報を公開しています。ま
た、新潟県と総務省の公募にも応募し、
その資金を用いた社会実装に向けた実
験も実施しています。
　道路雪氷WGでは、車のスリップ
防止等を目的とした効率的な凍結防止
剤散布の補助情報となる道路の路面温
度予測システムの開発を行っていま
す。防災科研が開発した道路雪氷予
測モデル(入力値として気象条件が必
要)と民間気象会社の所有する気象予
測モデルを組み合わせた路面温度予測
システムを開発し、自治体の道路管理
者に冬期を通して試験的に路面温度の
予測情報を提供しており、それらを通
じてシステムの改良を行っています。
また、冬期道路管理の関係者を集めた
勉強会を年数回開催し、現場のニーズ
に合わせた情報発信方法や情報活用方
法などに関する議論も行っています。
将来的には、降雪WGと道路雪氷
WGの成果を統合した「IoTを活用し
た統合的な冬期道路管理システム」の
開発を目指しています。

テーマ 2：屋根雪事故を減らす

　毎年多くの人が屋根に積もった雪
（屋根雪）の雪下ろしに伴う事故で、
怪我をしたり命を落としたりしていま
す。また、過疎化の進行に伴い屋根雪
の荷重による空き家の倒壊なども深
刻な社会問題となっています。そこ
で、屋根雪に関連する事故を少しでも

図2　路面温度予測配信システムの配信内容
　　　（平成30年度版）

図3　屋根雪試験棟と試験等に設置したIoTセンサーから
　　　取得したデータのブラウザ表示ページ

図1　詳細降雪・気象情報提供システムから
　　　算出される情報

平成 31 年　2 月 4 日　15 時　発表



20 防災科研ニュース 　2019  No.206

火山災害と噴火様式

　火山噴火は多様な様式を示します。時には噴煙を高度
30kmまで上昇させ、時には溶岩を川のように流します。
一連の活動中、この噴火様式が変化すると、起きうる火山
災害も変化します。従って、噴火様式の変化を迅速に把握
することは火山災害を軽減する上で重要です。
　火山噴火様式の変化は、火山灰や軽石などの火山噴出物
から読み解くことができます。これは、火山噴出物が、地
下での噴火過程を物理化学的な特徴として記憶しているか
らです。従来、この特徴は、火山噴出物を実験室に持ち帰り、
様々な装置で分析することで調べられてきました。しかし、
この方法では、現場での試料採取から実験室での解析結果
取得までに、最短でも半日以上かかり、噴火現象の変化に
対応できない可能性があります。

火山噴出物を迅速に“診る”

　そこで私は、火山噴出物を“迅速に診る”技術を二つの

観点から開発しています。一つ目は火山噴出物を「現場で
診る」です。火山から比較的遠い場所でも採取可能な火山
灰（直径2mm以下の火山噴出物）に着目し、その採取か
ら粒子画像の送信までを自動で行う野外分析装置（写真１、
2）や、深層学習により粒子画像から火山灰粒子の構成物
比を解析する手法を開発しています。二つ目は「実験室で
診る」です。室内実験で再現されたマグマや天然の噴出物
の微細構造を調べることで、噴火様式の情報を引き出せる
観測量を検討しています（写真3）。二つの「診る」がフィー
ドバックしあうことで、噴火様式の即時的な把握とその手
法の標準化が実現されると考えられます。

火山災害軽減に向けて

　多様な火山災害を軽減するためには、火山活動を多面的
な観測・観察から調べる必要があります。火山噴出物を迅
速に診る技術は噴火様式をいち早く把握することを通し、
地球物理観測、噴火履歴調査や目視観察と組み合わさるこ
とで、火山災害軽減に貢献できると考えられます。

生きる、を支える研究紹介

火山防災研究部門　主任研究員

三輪 学央
みわ・たかひろ

2010 年 九州大学 博士（理学）
2014 年 防災科学技術研究所入所。専門は火山学。
火山現象の物質科学的研究及び、火山噴出物モニタリング技術の開発等に従事。
2016 年より現職。三重県出身。

火山噴出物モニタリング技術の開発

写真1：火山灰自動採取・可搬型分析装置
（VOLCAT）

写真2：VOLCATにより霧島2018年噴火で
観測された火山灰粒子画像（メモリは1mm）

写真3：マグマの室内減圧実験によって得られた試料の電子顕微鏡画像。
写真の黒色部分は気泡、灰色部分はガラス及び結晶
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はじめに

　島国の日本は豊かな自然に恵まれる一方で、地球表層を
覆うプレートと呼ばれる岩盤の絶え間ない運動に由来する
地震や津波の脅威にさらされており、2011年東北地方太
平洋沖地震による津波では多くの人命を失いました。津波
被害の軽減のためには、津波の浸水を予測する基礎研究と
技術開発を推進することが重要ですが、津波浸水計算に要
する膨大な計算時間が問題となっており、津波浸水計算に
要する時間にも着眼した津波シミュレーションの研究開発
は必須です。

ツールの開発状況

　本研究開発は、津波の伝播浸水現象を記述した方程式を
離散化し、差分法によってコンピュータ上で津波計算が実
施できるツール「津波シミュレータ（TNS）」を開発する
もので、Central Processing Unit（CPU）とGraphics 
Processing Unit (GPU)を用いた計算が可能です。TNS
は、地形モデルや震源断層を準備することで、沖合での水
圧変動、沿岸での波高、陸域での浸水分布等が得られ、出
力結果は図1に示す浸水深分布のようにGISで可視化する
ことが可能です。また、データベース型津波浸水予測で必
要な津波シナリオ計算とデータベースの構築に利用でき
るように開発を進めています。現在の安定版であるTNS 
Version1.0を千葉県九十九里・外房地域の津波浸水計算
に適用したところ、GPUを用いた計算時間は、CPUによ
る計算時間の1/49となり（図2）、大幅に計算時間を短縮
できることを確認しました。また、必要な場所のみで計算
格子サイズを小さくできる局所細分化適合格子法を用いた
計算ツールの開発も進めており、さらなる計算時間の短縮
を達成できる見込みです。

今後に向けて

　津波計算が高速化されることで、津波予測技術の進展や
津波現象の解明などに貢献し、津波被害軽減に資する成果
となるように、今後も研究チームで協力して開発を継続い
たします。なお、TNS Version1.0は防災科研の刊行物で
ある『研究資料』の第427号でツールとマニュアル等を公
開しています。

津波伝播浸水計算ツールの開発

地震津波火山ネットワークセンター　主幹研究員

三好 崇之
みよし・たかゆき

2007 年神戸大学大学院自然科学研究科修了。博士（理学）。専門は地震学。
神戸大学都市安全研究センターを経て 2008 年に防災科学技術研究所入所。
その後、海洋研究開発機構、東京大学を経て 2017 年に再入所。
現在は、地震・津波予測技術の戦略的高度化研究プロジェクトにおける研究開発に従事。

図１
TNSによって計算した
1677年延宝房総沖地震の
再現モデル（竹内ほか 2007）
による千葉県一宮町付近の
浸水深分布。
地図は国土地理院のものを
使用

図２
1CPUと1GPUを用いた
千葉県九十九里・外房地域の
津波浸水計算に要する
計算時間の比較

防災科研が取り組む「生きる、を支える科学技術」のなかから、代表的な研究を紹介します
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REPORT

行事開催報告

　8月7日（水）、8日（木）に25府省庁等が業務説明
や職場見学等を行う「こども霞が関見学デー」が開催
されました。
　防災科研は7日にDr.ナダレンジャーの自然災害科
学実験教室で参加し、自然災害をミニチュアサイズで
再現する科学実験ショーを行いました。
　来場者は親子連れが中心で、スポンジを使った共振
現象に目を丸くしたり、ペットボトルの中で起こる液
状化現象の再現に驚きの声を上げたりと、楽しみなが
ら災害のメカニズムを学んでいました。
　実験ショーの合間にも、テーブルに置かれた実験装
置を興味深そうに動かす子供がいるなど、ショー以外
の時間も人の流れが途切れることはなく、大勢の方に
ご覧いただくことができました。

こども霞が関見学デー 

落石実験装置

人工雪と横風発生装置を使った吹雪体験に歓喜の声 -20℃の寒さではシャボン玉も凍結ナダレンジャー０号を使った疑似雪崩体験で大騒ぎ

　雪氷防災研究センターでは、様々な雪氷現象を紹介
し雪の美しさやおもしろさを伝えるとともに、雪氷災
害について知識や関心を高めてもらうことを目的とし
て、6月7 ～ 8日に雪氷防災研究センター（長岡市）、
8月9日に同新庄雪氷環境実験所（新庄市）において
一般公開を開催し、それぞれ369名、304名の方々が
ご来場されました。

　Dr.ナダレンジャーのサイエンスショーを始めとし
て、氷点下の低温室での樹氷や南極の氷の展示、凍る
シャボン玉の観察（長岡）や人工雪や吹雪の体験（新
庄）、ダイヤモンドダストや過冷却水の実験展示など
に興味深く見入り、時には歓喜の声が上がりました。
また、雪崩や吹雪などの雪氷災害や今冬の様子などの
パネル展示および研究員による説明を行いました。

一般公開（雪氷防災研究センター）
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　9月5日(木)にペルー防災庁長官をはじめとする視
察団5名がつくば本所に来訪されました。
　防災科研は日ペルー交流120周年に当たる2019年
の11月5日(世界津波の日)にペルー政府が日本の経
験を取り入れた津波避難訓練を実施できるよう、所内
外の専門家との検討を踏まえてペルー側に情報提供を
重ねており、今回の視察はそのような背景から実現し
ました。
　視察当日、冒頭に林春男理事長が防災科研の概要

について紹介し、その後、青井真地震津波火山ネッ
トワークセンター長が研究交流棟1階アトリウムにて
展示物の説明をおこないました。続いて場所をデー
タセンター棟に移し、陸海統合地震津波火山観測網
(MOWLAS)について説明しました。ペルー側からは
津波観測網についての質問が挙がりました。
　行程の最後には大型降雨実験施設にて酒井直樹大型
降雨実験施設戦略室長が施設の紹介をおこない、300
㎜ /hの降雨の様子を間近でご覧いただきました。

ペルー防災庁長官視察

　9月1日（日）千葉県船橋市高瀬町運動広場におい
て、「第40回九都県市合同防災訓練」が開催されまし
た。防災科研からは、マルチハザードリスク評価研究
部門、地震津波火山ネットワークセンター、水・土砂
防災研究部門が合同でブースを出展し、防災科研の取
り組みや、千葉県と進める地震、津波、気象に関わる
研究や防災事業をご紹介しました。

　当日は、防災訓練に参加された方々が次々に立ち
寄ってくださり、イベント終了を待たずして、用意し
たパンフレットなどが無くなる程の盛況振りでした。
　閉会式では、安倍晋三首相や森田健作知事、松戸徹
船橋市長が挨拶されました。注目度の非常に高いイベ
ントにて、防災科研の研究内容を広く皆様へお伝えす
ることができました。

第 40 回九都県市合同防災訓練

防災科研ブースの様子津波計の仕組みを模型でご説明

MOWLASのご説明 大型降雨実験施設のご説明ペルー防災庁長官視察団との記念撮影
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■発行

防災科研（つくば本所）では、つくば市・つくば市教育委員会が主催する「つくばちびっ子博士2019」に参画し、
防災教育活動の一環として2つの企画を開催しました。

■「Dr.ナダレンジャーの自然災害科学実験教室」
　7月22日（月）、29日（月）
　8月6日（火）、20日（火）、27日（火）
各日午前午後2回各60分（8月20日は午前中1回のみ）
　防災教育の普及を目的に、Dr.ナダレンジャーがペッ
トボトルや発泡スチロールブロックなどを使って、自
然災害を再現する実験教室を行ないました。毎回親子
連れで賑わい、全9回で総勢約1,800名の方にご来場
いただきました。

■「豪雨体験」（大型降雨実験施設）
　8月20日（火）4回各15分
　豪雨の激しさを体感し、大雨に対する1人1人の意
識を高めるため、1時間あたり300mmの雨を降らせ
る豪雨体験を開催しました。
　長靴を履き、傘をさしていても全身ずぶ濡れになっ
てしまうほどの雨を体験していただき、短時間で足首
以上に水がたまってしまう豪雨の怖さを感じていただ
きました。
　当日は約1,200名の方にご来場いただきました。

つくばちびっ子博士 2019

スポンジ模型でビルを表現

1時間あたり300㎜の雨 あっという間に水かさが増加 雨の激しさを体感

みなさん目が釘付け

ブロックを揺らして倒す実験


